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(57)【要約】
【課題】継手強度を母材強度まで高めた銅材とアルミニ
ウム材の異材金属接合体を提供すること。
【解決手段】アルミニウム材１０１側からレーザ光１０
４を連続照射し、その裏面から銅材１０２側へ溶融流入
する溶融混合部１０５の幅寸法と深さ寸法を、アルミニ
ウム材１０１の板厚に依存する特定の範囲に制御し、同
時に溶接ラインを多条化することで継手強度を高めた接
合体を得る。具体的には、溶融混合部１０５の幅寸法値
を１０～５０μｍとし、かつ、深さ寸法値を５～３０μ
ｍとすることで、上記接合体を得る。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
銅材とアルミニウム材とが接してなる異材金属接合体であって、
前記アルミニウム材の一部が溶融し、前記銅材の内部に流入して形成される溶融混合部の
形状が、前記銅材の前記アルミニウム材と接する表面において幅寸法値：１０～５０μｍ
であり、かつ、前記表面からの深さ寸法値：５～３０μｍであること、
を特徴とする異材金属接合体。
【請求項２】
前記アルミニウム材の表面にレーザ光の照射を行い、前記銅材に溶融混合部を形成する、
請求項１記載の異材金属接合体。
【請求項３】
前記溶融混合部の内部の銅材の成分濃度、及び、前記溶融混合部の近傍の前記銅材のアル
ミニウム材の成分濃度は、何れも１０％未満である、請求項１または２に記載の異材金属
接合体。
【請求項４】
前記銅材の厚みは、１ｍｍ以上である、請求項１～３の何れか一項に記載の異材金属接合
体。
【請求項５】
前記アルミニウム材の厚みは、０．５～０．８ｍｍである、請求項１～４の何れか一項に
記載の異材金属接合体。
【請求項６】
前記銅材は、Ｎｉメッキで被覆された材料である、請求項１～５の何れか一項に記載の異
材金属接合体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、レーザ溶接による銅系材料（以下、銅材）とアルミニウム系材料（以下、ア
ルミニウム材）との異種金属接合体に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　一般に異種材金属間のレーザ溶接では、固くて脆い金属間化合物が溶融部に形成される
ため、同種材金属間溶接の場合と比較して継手強度が大幅に低下し、脆性的な破壊挙動を
呈することが知られている。また、銅材とアルミニウム材との接合体を実用化した例とし
て、次のような構造を有する接合体が公知である。
（１）銅材とアルミニウム材のクラッド材を用いたインサート構造の接合体。
【０００３】
　被溶接材であり互いに融点が異なる第１および第２の異種金属同士の間に、第１の金属
部材と第２の金属部材とからなるクラッド材を同種金属同士が接触するよう配置する。そ
のうえで、第１金属および第２金属と前記クラッド材とを異種金属が溶融し合わない溶接
条件で、第１金属および第２金属の両面からレーザ溶接により一体化した接合体（例えば
、特許文献１参照）。
（２）スポットレーザ溶接構造の接合体。
【０００４】
　互いに融点が異なる第１および第２の異種金属板同士を部分的に重ね合わせ、その重ね
合わせ部にレーザを非連続的に照射することで、スポット状の溶接部を連続的に形成した
異種金属接合体（例えば、特許文献２参照）。
【０００５】
　その他、特許文献３～９に記載の技術も知られている。
【先行技術文献】
【特許文献】
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【０００６】
【特許文献１】特開平４－０８１２８８号公報
【特許文献２】国際公開第２００６／０１６４４１号（第１１頁，図４Ａおよび図４Ｂ）
【特許文献３】国際公開第２０１３／１４６５６１号
【特許文献４】特開２００８－２８２５８２号公報
【特許文献５】特開２００６－１２７９３８号公報
【特許文献６】国際公開第２００８／１４９５５４号
【特許文献７】米国特許出願公開第２００８／０２８０１９４号明細書
【特許文献８】米国特許出願公開第２００７／０１９０４０９号明細書
【特許文献９】米国特許出願公開第２００９／０３０５１０４号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかしながら、上記従来の技術は、以下に示すような課題を有する。
【０００８】
　まず、特許文献１の接合体は、クラッド材が必要であること、及び、クラッド材を挟む
ための物理的空間が必要であること。更に、被溶接材の表裏両側からレーザ光を照射する
必要があること。そのため、接合対象である構造物の性能低下や、構造的制約条件により
、接合できない場合がある。
【０００９】
　例えば、車載電池モジュールにおいて、セル電極間を連結する板材（バスバー）の接合
に適用する場合、バスバーとセル電極との間にクラッド材を挟むことで、体積・重量増加
で電池モジュールの重要性能のひとつであるエネルギー密度の低下を招く。更に、光軸方
向に高精度な位置決めが必要なレーザ溶接において、クラッド材の板厚バラツキ成分も考
慮する必要があり、生産プロセスは複雑化する。
【００１０】
　また、接合対象であるバスバーとセル電極との接触部の直下にはセル本体が配置される
ため、接合対象部へのレーザ光のアクセスを遮るため、バスバーおよびセル電極の裏面か
らレーザ光を照射することは困難であるという問題が生じる。
【００１１】
　次に、特許文献２の接合体は、レーザ光の連続照射による線状溶接部ではなく、パルス
波によるスポット状の溶接部を形成することで、電気抵抗値の増加を招く合金化を抑制す
ることを特徴としている。そのため、必然的に接合面積は減少し、継手強度を母材強度ま
で向上させることが困難となる。その他、特許文献３～９に記載の技術にもそれぞれ課題
を有している。
【００１２】
　本発明は、上記各種接合法における課題を解決するものであり、継手強度を母材強度ま
で高めた銅材とアルミニウム材の異材金属接合体を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　本発明に係る異材金属接合体は、銅材とアルミニウム材とを部分的に重ね合わせた状態
で、相対的に融点が低いアルミニウム材側からレーザ光を連続的に照射し、線状の溶接部
を形成する。この過程において、同材質間の溶接時と比較して接合部への投入エネルギー
量を極端に少なくすることで溶接部形状を細く浅く形成する。
【００１４】
　この工程において、レーザ光が照射される瞬間はレーザ光照射側のアルミニウム材は裏
面まで完全に溶融するが、銅材はアルミニウム材と接触している側の数十μｍ程度の溶融
深度に留めるよう、レーザ光出力と走査速度を最適化する。
【００１５】
　また、溶接部形状を細くした分、溶接ライン数を増やし多条化させ、単位面積あたりの
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溶接ライン本数密度を高める工夫をする。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明により、硬くて脆い金属間化合物が析出する組合せである銅材とアルミニウム材
との異種金属接合体で、相対的に機械的強度の低いアルミニウム材の母材部分で破壊が起
こるレベル（アルミニウム材同士の同種金属接合体と同等レベル）まで継手強度を高めた
異材接合体を得ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】本発明の実施の形態１における溶接部断面の模式図
【図２】本発明の実施の形態１における投入エネルギー量と剥離強度、溶融混合部の形状
寸法との関係図
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　以下、本発明の実施の形態について、図面を参照しながら説明する。
【００１９】
　（実施の形態１）
　図１は、本発明の実施の形態１における接合部断面を模式的に示した図である。
【００２０】
　同図において、被接合部材であるアルミニウム材１０１と、銅材１０２とを部分的に重
ね合わせ、重ね合わせ領域１０３を形成した上で、重ね合わせ領域１０３の任意の位置に
レーザ光１０４を照射し溶接する。
【００２１】
　レーザ光１０４は、相対的に融点の低いアルミニウム材１０１側から連続照射を行い、
走査方向に連続的で、ある特定範囲の幅寸法と深さ寸法を有する溶融混合部１０５を形成
するように、レーザ光１０４の出力と走査速度、エネルギー密度などの諸パラメータを最
適化する。そして、アルミニウム材１０１のレーザ光１０４を照射した側と反対の裏面側
から銅材１０２側へ溶融流入した溶融混合部１０５の形状寸法が、接合体の継手強度を左
右する。
【００２２】
　図２は、本実施の形態における一例として、より集光性能の高いファイバーレーザを用
いて、レーザ出力５００～１１００Ｗ、走査速度２４０～７２０ｍｍ／ｓの範囲で溶接を
行い、投入エネルギー値に対する接合体継手の剥離強度、溶融混合部１０５の幅寸法値、
深さ寸法値との関係を示した図である。
【００２３】
　図２に示すように、溶融混合部１０５を同程度の寸法形状にしようとした場合、レーザ
光１０４の照射側であるアルミニウム材１０１の板厚により、必要な投入エネルギー値は
変化する。そのため、アルミニウム材１０１の板厚に依存して高い継手強度が得られる投
入エネルギー値には最適値が存在する。
【００２４】
　通常、同種材接合の場合は、投入エネルギー量に比例して接合強度は高まる。他方、異
材接合の場合は、投入エネルギー量の増加は溶融混合量の増加であり、金属間化合物の析
出量増加を招くため、継手強度は極端に低下する。本実施の形態においては、一例として
アルミニウム材１０１の板厚を０．６ｍｍとした場合の結果を示す。
【００２５】
　本図結果から、アルミニウム材１０１の厚さの場合は、投入エネルギー値が約２．３Ｊ
／ｍｍにおいて、剥離強度３２０～４００Ｎが得られ、いずれも母材破壊に至っているこ
とから、接合部継手強度が母材強度レベルまで向上したことが分かる。
【００２６】
　また、この高い継手強度を得られる溶融混合部１０５の幅寸法と深さ寸法はある特定の
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範囲に絞られ、幅寸法１０～５０μｍ、深さ寸法５～３０μｍの範囲にある。またこの場
合、アルミニウム材が銅材側へ溶融流入した溶融混合部１０５内の銅材成分濃度と、その
溶融混合部１０５近傍の銅材側領域におけるアルミニウム材成分濃度は、境界面を挟み互
いに１０％未満に抑えられ、金属間化合物の析出を微量に抑えられたことが分かる。
【００２７】
　そのため、脆性的な破壊挙動を起こさず、延性的破壊モードとなったと考えられる（母
材の塑性変形が発現する）。更に、同種材接合の場合と比較して、溶接部の幅寸法は２０
～３０％まで細くなることを利用して、溶接ライン数を３～４倍に多条化したことで、延
性的性質を維持したまま接合部継手強度は向上した。
【００２８】
　なお、銅材１０２はその表面がＮｉメッキによって被覆されていることが望ましい。具
体的には、Ｎｉメッキによって被覆された銅材１０２に対して、アルミニウム材１０１と
を部分的に重ね合わせ、上述の通り、レーザ光１０４によって照射・溶接すると、より強
固な接合体を形成できることを発明者らは確認している。
【産業上の利用可能性】
【００２９】
　本発明の異材金属接合体は、電池の端子間を連結するバスバーと、個々の電極端子との
接続に適用できる。特に車載二次電池などでは、一般に正負極端子間を連結する場合に銅
材とアルミニウム材とからなる高価なクラッド材バスバーを利用し、同種材接合体のみに
よる構造を取らざるを得ないが、本発明の異材接合体により、安価なアルミニウム材のみ
で全ての端子間を接続することが可能となるため、経済的効果は大きい。
【符号の説明】
【００３０】
　１０１　　アルミニウム材
　１０２　　銅材
　１０３　　重ね合わせ領域
　１０４　　レーザ光
　１０５　　溶融混合部
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【手続補正書】
【提出日】平成27年2月27日(2015.2.27)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
銅材とアルミニウム材とが接してなる異材金属接合体であって、
前記アルミニウム材の一部が溶融し、前記銅材の内部に流入して形成される溶融混合部の
形状が、前記銅材の前記アルミニウム材と接する表面において、前記表面からの深さ寸法
値が５～３０μｍである、異材金属接合体。
【請求項２】
前記溶融混合部の形状の幅寸法値が、前記銅材の前記アルミニウム材と接する表面におい
て１０～５０μｍである、請求項１記載の異材金属接合体。
【請求項３】
前記アルミニウム材の表面にレーザ光の照射を行い、前記銅材に溶融混合部を形成する、
請求項１または２に記載の異材金属接合体。
【請求項４】
前記溶融混合部の内部の銅材の成分濃度、及び、前記溶融混合部の近傍の前記銅材のアル
ミニウム材の成分濃度は、何れも１０％未満である、請求項１～３の何れか一項に記載の
異材金属接合体。
【請求項５】
前記銅材の厚みは、１ｍｍ以上である、請求項１～４の何れか一項に記載の異材金属接合
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体。
【請求項６】
前記アルミニウム材の厚みは、０．５～０．８ｍｍである、請求項１～５の何れか一項に
記載の異材金属接合体。
【請求項７】
前記銅材は、Ｎｉメッキで被覆された材料である、請求項１～６の何れか一項に記載の異
材金属接合体。
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